
 
 
 

 

― 64 ―



 
 
 

 

 
 
 
 
 

― 65 ―



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 66 ―



 
 

 

― 67 ―



 
 
 

 
 

― 68 ―



 
 
 

 

― 69 ―



保保険険給給付付 

 

令和元年度の保険給付支払額は 7,556億円で、前年度に比べ 1.3％増となった。 

給付種類別にみると、年金等給付が 3,600 億円(構成比 47.6％)と最も多く、次いで療養補償給付が 2,491 億円(同 

33.0％)、休業補償給付が 980億円(同 13.0％)と、この 3種の給付で保険給付支払額の 93.6％を占めている。以下、障害 

補償一時金が 306 億円(同 4.0％)、介護補償給付が 75 億円(同 1.0％)、遺族補償一時金が 69 億円(同 0.9％)、葬祭料が 

19億円(同 0.3％)、二次健康診断等給付が 14億円(同 0.2％)となった。 

給付種類別に対前年度増減率をみると、介護補償給付が 18.2％増、二次健康診断等給付が 12.4％増、年金等給付が

2.7％増、障害補償一時金が 1.5％増となり、一方、遺族補償一時金が 10.5％減、葬祭料が 8.7％減、療養補償給付が 0.3％

減、休業補償給付が 0.1％減となった。 (第 11表) 

 

 
 

 
業種別にみると、「その他の事業」が 2,295 億円(構成比 30.4％)と最も多く、次いで「建設事業」が 2,167 億円(同 

28.7％)、「製造業」が 1,813 億円(同 24.0％)と、この 3 業種で保険給付支払額の 83.0％を占めている。以下、 

「運輸業」が 821 億円(同 10.9％)、「鉱業」が 262 億円(同 3.5％)、「林業」が 125 億円(同 1.7％)、「船舶所有者の 

事業」が 32 億円(同 0.4％)、「漁業」が 23 億円(同 0.3％)、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 18 億円(同 

0.2％)となった。 

業種別に対前年度増減率をみると、「建設事業」が 2.3％増、「運輸業」及び「その他の事業」がそれぞれ 1.6％増、 

「製造業」が 0.5％増となり、一方、「鉱業」が 3.2％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 2.9％減、「漁業」

が 1.8％減、｢船舶所有者の事業｣が 1.6％減、「林業」が 1.4％減となった。(第 12表) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

対前年度

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ ％

合 計 746,097,563 100.0       755,565,273 100.0       1.3 

療 養 補 償 給 付 249,799,264 33.5        249,140,568 33.0        0.3  　△     

休 業 補 償 給 付 98,106,703 13.1        98,027,456 13.0        0.1  　△     

障 害 補 償 一 時 金 30,135,964 4.0         30,591,046 4.0         1.5 

遺 族 補 償 一 時 金 7,755,108 1.0         6,940,892 0.9         10.5  　△    

葬 祭 料 2,094,963 0.3         1,912,428 0.3         8.7  　△     

介 護 補 償 給 付 6,372,926 0.9         7,530,575 1.0         18.2 

年 金 等 給 付 350,556,094 47.0        359,987,355 47.6        2.7 

二 次 健 診 等 給 付 1,276,541 0.2         1,434,954 0.2         12.4 

第 １１ 表　　給付種類別保険給付支払状況

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度
給 付 種 類
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